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グローバル与信管理高度化の必要性
地域により商習慣や言語、法律等は異なることから、グローバル展開する企業が、グローバルで統一的な管理
を行うのは難しく、地域ごとの部分最適化が進みやすいという課題を抱えています。与信管理でも、統一され
たルールが整備されていないことを背景に、グループ各社の個別運用の状況を本社で把握できず、且つ適時の
情報収集も難しいことから、本社の求める与信管理水準であれば起こりえないような理由で貸倒が発生する
こともあります。そのため、与信管理体制構築のために、グローバルで標準的な基本ルールを策定し、本社が全
体の与信リスクを一元的にモニターし、かつ最小化しうる仕組みを整備することが重要となります。

グローバル与信管理高度化支援

グループ全体における与信管理高度化に向けた与信リスクの適切な把握と体制
構築の支援

与信管理の課題

◼グローバルでの与信管理体制が統一されたポリシーのもとに整備されていない

➢与信管理体制が標準化されておらず、各社が属人的な与信管理を実施しているため、本社が想定しない原因で

の債権の滞留や貸し倒れが発生している

➢与信限度額計算方法が各社各様であり、適切な与信限度額が設定されているか本社で把握できていない

◼取引先のリスクをグローバル全体で把握できていない

➢同一の取引先、取引先グループに対し、各社が個別に与信判断しているため、グループ全体での視点で管理でき

ていない

➢各社が取引先の与信リスクを適時に把握できず、与信リスクに対する早期対応が困難である

◼与信管理業務が効率化されていない

➢与信判断や与信限度の計算が自動化されていない

➢各社が個別に信用調査会社と契約している

➢入金消込業務を目視・手作業で実施しているため膨大な工数がかかっており、正確な債権残高や回収遅延の発

生を把握できていない

与信管理の目指す姿

◼体制構築/業務標準化

➢グループ全体の与信管理体制（グローバル標準の与信管理方針、各社との役割分担、業務プロセスの整備）を

構築することで、一定の業務品質を保つだけでなく、業務の属人化を排除しグローバルマネジメントを強化する

➢与信限度額計算方法を標準化することで各社での適切な与信限度額設定が可能になる

◼与信リスク情報の集約化

➢各社の取引先情報を整備し、与信リスク情報を集約してグローバル全体でのリスクを管理する

➢統合与信管理システムを使用し、与信管理状況のモニタリングや与信リスク発生時のアラート発信機能により、与

信リスクを適時に把握し早期対応を可能にする

◼与信管理業務の効率化

➢企業情報の取得から審査結果、与信限度額計算までの標準的な業務フローを自動化する

➢債権残高や回収遅延額がリアルタイムで集計可能となり、人件費の削減や業務を効率化する
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アプローチ
トレジャリー、会計、リスク評価、アナリティクス各分野で経験豊富なメンバーによって、現状把握から実行支援まで、総合的
なサービス提供が可能です。
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対応策検討

現状把握

対応策

実行支援

構想をもとに、標準ポリシー、

業務プロセスの策定やシステ

ム要求定義を実施し、順次

子会社展開を行う

アンケート結果から課題を整

理し、あるべき姿の与信管理

体制や業務・システム構想を

行う

グローバル各社へアンケートを

実施し、現状の与信管理体

制や与信管理方法を把握す

る

アンケートイメージ◼ 与信管理体制の把握

◼ ポリシー、規程の有無確認

◼ 与信限度額ルールの有無、内

容確認

◼ 現状業務プロセスの把握

◼ 与信管理体制・基本方針

の検討

◼ あるべき姿の業務プロセス・

システム構想策定

◼ 与信限度額計算マニュアル

作成にむけた影響把握

◼ グローバルポリシー・標準業務

プロセス・与信限度額計算マ

ニュアル策定

◼ システム要求定義（モニタリ

ング、アラート、入金消込機

能）

◼ システム導入、ポリシー展開、

新業務プロセス導入支援
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体制検討・影響把握イメージ

ポリシー・モニタリング画面イメージ

グローバル与信管理高度化の主な施策 
デロイト トーマツでは、グローバル与信管理高度化に向けて、体制構築/業務標準化・情報集約化・業務効率化という3
つの観点から総合的にサポートします。業務標準化においてはグローバル与信管理のあるべき姿、情報集約化においては
集約した情報の活用法、業務効率化においては効率化可能な業務の特定が重要です。

グローバル

与信管理

高度化

体制構築/業務標準化

◼与信管理体制・基本方針構築

◼グローバルポリシーの制定

◼標準業務プロセスの整備

◼与信限度額計算マニュアルの策定

与信リスク情報の集約化

◼統合与信管理システム導入・取引先コー

ド統一

◼取引先別、地域別、国別の債権残高・

エイジング・与信限度額のモニタリング

◼回収遅延時、与信限度額超過時、信

用不安発生時等のアラート発信

◼回収遅延データを使用した与信判断やリ

スク分析

業務効率化

◼与信限度額自動計算（統合与信

管理システム）

◼入金消込の自動化（個社会計シ

ステム）



体制構築/業務標準化

事例紹介 グローバル与信管理の高度化

お取り組みの

背景

◆ グループ全体での与信管理体制が構築されておらず、グローバル標準の与信管理方針や業務プ

ロセスが存在しないため、グローバルマネジメントにおいて課題感がある

◆本社が各社の与信管理状況を適時に把握する仕組みが整っておらず、与信リスクに対する適時

適切な対応が難しい

◆半数以上の子会社が入金消込業務を手作業で行い工数を要し、ミスなども多く発生するため、

債権残高や回収遅延額を正確に集計できるのは1か月後となる

プロジェクトの

目的

✓ グループ全体の与信管理体制や役割分担・基本方針を明記したグローバルポリシーの策定や業

務フローの標準化により、グローバルマネジメントを強化する

✓ 統合与信管理システムに各社の与信リスク情報を集約し、与信管理状況をモニタリングする仕

組みや、有事の際のアラート発信機能を実装することで、与信リスクの適時把握を可能にする

✓ 個社会計システム上での入金消込機能を実装し、適切な債権残高と回収遅延額の把握を実

現させる

与信管理体制の構築

与信管理ポリシーの策定

標準業務フローの整備

本社

アジアRHQ 米国RHQ 欧州RHQ

子会社 子会社 子会社 子会社 子会社 子会社

◼ 本社はグループ全体の与信管理状況を把握・管理し、RHQは管轄地域子

会社の与信管理状況を把握後本社に報告した上で助言指導を行う

◼ 子会社は有事の際に本社およびRHQに報告し指示を仰ぐ

◼ グローバル統一の与信管理方針や役割を明記した与信管理ポリシーを策

定し全社に展開する

◼ 子会社はこれに則り与信管理を行うが、既に個社規程がある場合はグロー

バルポリシーに準拠しているか確認し、必要に応じて修正を行う

◼ グローバル標準の与信管理業務フロー（与信限度額計算マニュアル含

む）を策定し全社に展開する

◼ 子会社はこれに則り与信管理を行うが、既に自社の業務フローがある場合

は標準業務フローに準拠しているか確認し、必要に応じて修正を行う
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グローバル与信管理の高度化

与信管理業務効率化（入金消込自動化）

与信リスク情報の集約化

統合与信管理

システム

子会社

アラート発信

アクセス

会計

システム

データ連携

財務データ

信用情報 情報入力

モニタリング

本社

RHQ

アラート発信

モニタリング機能

✓債権残高、エイジング、与信限度額、

保険対象債権のモニタリング

✓国別、地域別、取引先グループ別債

権残高および与信限度額集計機能

統合与信管理システムの主な機能

与信限度額自動提案機能

✓各社が入力した財務データや信用情

報を用いた与信限度額自動計算お

よび提案

アラート発信・照会機能

✓入金遅延時、与信限度額超過時、

信用不安発生時、保険請求時のア

ラート発信および照会機能

◼ 各銀行から取得した入金情報を共通サブシステムで自動照合

◼ 個社会計システム上で照合結果をもとに債権明細の消込を実施

◼ 統合与信管理システム上では、入金情報の閲覧も可能

統合与信管理

システム

個社会計

システム

個社会計

システム

個社会計

システム

共通

サブ

システム

債権明細

債権明細
銀行A

銀行B

銀行C

入金情報

取得

入
金
消
込
実
施

入金情報閲覧機能

会社マスタ 統一取引先

コード登録

①自動照合②消込

照合結果
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ロイトは、創設以来180年の歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活動を展開しています。 “Making an 

impact that matters”をパーパス（存在理由）として標榜するデロイトの約46万人の人材の活動の詳細については、
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